北秋田市例規執務サポートシステム等委託
応募型プロポーザル　様式集
北秋田市総務部総務課
様式第１号
質問書
※質問が複数ある場合は、番号を付して列挙してください。
	質 問 内 容

	

	事業者名
	

	担当者職氏名
	

	電話番号
	

	Ｅ‐ｍａｉｌ
	


様式第２号
参　加　表　明　書
令和　年　月　日　
　北秋田市長　津　谷　永　光　様
所在地
事業者名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印
所属部署
担当者職氏名
電話番号
ファクス番号
電子メールアドレス
　北秋田市例規執務サポートシステム等委託応募型プロポーザルについて、参加の意思を表明します。
　なお、当社は、本プロポーザルへの参加資格を有しますので、次に掲げる書類を添付するとともに、これらの書類に記載した内容について事実と相違ないことを誓約します。
　１　業務名　　北秋田市例規執務サポートシステム等委託応募型プロポーザル
　２　添付書類
　□参加者資格審査調書（様式第２号）
　□業務実施体制調書（様式第３号）
　□暴力団排除に関する誓約書（様式第４号）
様式第３号
参加者資格審査調書
　業務名　北秋田市例規執務サポートシステム等委託
　次の(1)から(6)までに掲げる条件を全て満たしていることを誓約します。虚偽の事項があった場合は、いかなる措置を受けても異議ありません。なお、この書類を提出した以後に(1)から(6)までに掲げる条件のいずれかを満たさなくなった場合は、速やかに届け出ます。
　(1)　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項各号の規定に該当しない者であること。
　(2)　会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に基づく更生手続又は再生手続の開始の申立中又は手続中でない者であること。
　(3)　北秋田市暴力団排除条例（平成24年北秋田市条例第３号）第２条第１号又は第２号の規定に該当しない者であること。
　(4)　北秋田市の指名停止措置を受けていない者であること。
　(5)　消費税及び地方消費税並びに本市と直接取引をする本店又は支店、営業所の所在地の市町村税（特別区にあっては都税）の滞納がないこと。
　(6)　業として当該公募型プロポーザルに付する契約に係る業務を営んでいること。
　令和　年　月　日
（提出者）
　　住所
　　商号又は名称
　　代表者職氏名
様式第４号
業務実施体制調書
１　事業者の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和　年　月　日現在）
	１　法人名（屋号）
	

	２　代表者氏名
	

	３　所在地
	

	４　電話番号
	
	５　ＦＡＸ
	

	５　メールアドレス
	

	６　設立（開業届出）年月日
	
	８　従業員数
	

	７　資本金
	

	８　財務内容
	＊別途、直近決算時の損益計算書及び貸借対照表を提出すること。


＊法人の場合は登記簿謄本又は履歴事項全部証明書、個人事業主の場合は営業証明書を添付すること（写しでも可）。
２　例規集システムの稼働実績等
　(1)　秋田県内における稼働実績　　　　　　　　　　　　　　令和６年４月１日現在
	自治体名
	導入システム
	稼働期間
	備考

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	

	
	
	　　年　　月
	～
	　　年　　月
	


※行が不足する場合は、適宜追加してください。
　(2)　全国の自治体（都道府県、市町村及び特別区）における稼働実績
令和６年４月１日現在
	都道府県
	市町村
（特別区を含む。）
	計

	　件
	　件
	　件


様式第５号
暴力団排除に関する誓約書
令和　年　月　日
　北秋田市長　津　谷　永　光　様
所在地
会社（法人）名
代表者職氏名　　　　　　　　　　印
　次の事項について誓約します。
１　自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当する者ではありません。
　(1)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　(2)　暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　(3)　暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者
　(4)　暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者
　(5)　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者
　(6)　暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与している者
　(7)　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者
　(8)　暴力団と密接な交友関係を有する者
２　１の(1)から(8)までに掲げるもの（以下「暴力団等」という。）を下請契約等の相手方にしません。
３　下請契約等の相手方が暴力団等であることを知ったときは、当該下請契約等を解除します。
４　自己又は下請契約等の相手方が暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、北秋田市長に報告し、警察に通報します。
様式第６号
事業者としての優位性とアピール（独自提案）
　本業務を実施するに当たって、他事業者と比較し優位にある点やアピールしたい点（独自提案）について記入してください。
	


（注１）必要に応じ（当様式で記入しきれない場合）資料の添付を可能とします。
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